
本市における北陸新幹線の動きについて

１．北陸新幹線とは

 全国新幹線鉄道整備法に基づき昭和48年に整備計画が決定された整備新幹線。東京を起点として、長野、金

沢、福井等を経由し大阪へ至る。（延長約700km）

 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構（以下、鉄道・運輸機構）が鉄道施設を建設・保有し、上越

妙高駅から新大阪駅間はＪＲ西日本により運営される。令和６年３月に金沢駅から敦賀駅の区間が開業。

令和６年７月１８日
企画財政部秘書政策課

２．敦賀・新大阪間の事業進捗
 平成29年３月、敦賀・新大阪ルートが小浜ルートに決定。

鉄道・運輸機構にて、駅・ルート公表に向け調査開始。

 令和元年11月、環境影響評価法に基づき、環境影響評価
方法書が公開される。（敦賀駅から新大阪駅までの大ま
かなルートや工事概要が公開）

 現在は、調査・予測・評価の段階であり、詳細なルート
公表時期（環境影響評価準備書の公開時期）は未定。
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３．本市との関係

平成29年度  鉄道・運輸機構が、市内山地部の地下構造把握のため地質調査を実施

令和元年度

 鉄道・運輸機構が、環境影響評価方法書を公開
 ルートの概要が示され、本市の大部分が対象区域へ…①
 計画段階環境配慮書についての、国土交通大臣の意見及び事業者の見解が示される

…②

 本市が、大阪府知事からの意見照会に対し、環境保全に係る意見書を回答…③

令和2～3年度  鉄道・運輸機構が、市内で大気環境、電波障害、動植物等の調査を実施

令和5年度～現在
 国交省が、施工上の課題解決のため、「事業推進調査」に着手すると発表。鉄

道・運輸機構より、交野市域にて地質ボーリング調査の協力依頼がある。…④

①府下ルートと構造
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• 広域図及び詳細図は
次頁に掲載
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（令和元年11月）



①府下ルートと構造（広域図）
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（令和元年11月）

• 京都から京田辺（松井山手）附近
を経由して新大阪へ。

• 幅4kmの範囲で対象区域が示され、
大阪府下はトンネル構造とされた。



①府下ルートと構造（詳細図：本市部分拡大）
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（令和元年11月）



②国土交通大臣の意見及び事業者の見解（抜粋） ③大阪府知事に対する本市意見書（抜粋）
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（令和元年11月） （令和2年3月）



④北陸新幹線事業推進調査（抜粋）
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• 国交省が、鉄道・運輸機構
とともに、施工上の課題を
解決するために実施する調
査で、令和５年度以降進め
られている。

• 現時点では、大阪府内にお
いて、地下水関係調査は行
われないこととなっている。

• 令和６年に入り、本市に対
し、地質関係調査（ボーリ
ング調査）の協力依頼があ
る。

（令和5年4月）



４．現状と課題
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 本市の地下構造は、場所により深さが異なるが、地下40メートルより深い
ところに第4層と第5層の帯水層が存在する。第4層と第5層の帯水層のう
ち、地下50〜280メートルの範囲で水道水の約8割の水を取水している。
…⑤

 北陸新幹線事業として市内でトンネル施工を進める方針が明らかとなって
以降、水道水源である地下水への影響について懸念がある旨、事業者であ
る鉄道・運輸機構側に意見を伝えてきた。

 一方では、リニア中央新幹線トンネル工事が進む岐阜県にて、生活用井戸
の水位低下が生じ、ＪＲ東海が工事の影響を認めるなど、トンネル工事が
地下水に与えるリスクについて、予見可能性が高まっている。



⑤本市地質断面図（抜粋）
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５．今後の対応
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 現時点において、本市が表明している懸念に対し、鉄道・運輸機構側から、
市域内で地下水環境調査を実施することや、トンネル施工手法を地下水に
影響の少ないシールド工法とする等の明確な返答が無い。

 本市の懸念が払しょくされる対応が示されない中にあっては、将来的な市
民生活への影響を踏まえると、事業推進に対する全面的な協力が困難と考
えることから、現在求められている地質関係調査（ボーリング調査）への
協力について保留せざるを得ず、7月22日に予定されている「令和6年度
北陸新幹線早期全線開業実現大阪大会」には出席しない方向。

 本市は北陸新幹線の事業推進に対する直接的な権限はないものの、引き続
き鉄道・運輸機構と協議を継続し、水源である地下水への影響に対し誠意
ある対応を求めていく。


